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革命党を中核とする革命勢力を指す）の解放闘争を支援する一九五〇年代後半に端を発する。中国は、イデオロギー的理由とともに、 安全保障の観点からパテート ・ ラーオを支援した。中国にとって、国境を接するラオスがアメリカだけでなく ソ連の 配下に置かれることも脅威であった。そのため、インドシナ問題解決の めに開催された 四 と一九六一年のジュネーブ会議において、中国は、ラオス中立化のために北ベトナムやパテ ト・ラーオに対して妥協を迫ったといわれている（参考文献④、
p.2 ） 。
　一方パテート・ラーオにとって、解放闘争を遂行していく上で、







中国の支援が国境を接する北部に集中 ていた は、当然 安全保障が理由であった。
　しかし、一九七七年、中国がラオスからの追加支援要請を断ると、
両国関係は徐々に悪化する。中国は、ラオスがソ連と関係を深めつつあることに対し懸念を示す目的で、支援を断 たのである。ただ、ラオスとの を完全 させること 中国南部にソ連の影響力を拡大させることになる。そこ 、一九七八年一月、 国は全面的な関係悪化を回避するため、新たな道路建設や軽工業建設支援を
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ラオスに提案する。しかし、中国に追加支援要請を断られ、すでにソ連との関係を一層深めていたラオスは、中国の提案 拒否する。そして、カンボジアのポルポト問題を機 中越関係が悪化すると、ラオスは中国への批判を強めるようになったのである（参考文献④pp.2-2 ） 。
　一九七八年七月、カイソーンは中国を「国際反動主義者」と公に
非難した。これに対して中国は、ラオスがベトナムの圧力下に中国批判を行っているとし ラオスに一定の理解を示した（参考文献④、p.2 ） 。つまり、中国は安全保障の観点から、一貫してラオスと一
定の関係を維持しようと たのである。
　ラオスの党政治局内にも中国との関係改善を望む声があった。し












あった。第一は、社会主義国間のイデオロギー的結束である。一九八九年にポーランドやハンガリーで非共産党政権が誕生し、一九九一年にはソ連も崩壊する ソ連・東欧の「社会主義の危機」は、ラオスにも党と国家の関係見直しを迫ることになった。つまり、 党支配体制を維持しながら政治と経済を改革し、いかに国民の信頼を獲得するかが課題 なったのである。そこで、同様の課題に直面していた中国との関係構築は、イデオロギー的紐帯という面で大きな意味 持つ。
　第二は、ソ連に代わる新たな援助の獲得である。ソ連の対ラオス
援助は、一九七五年から 九一 までに約束額で一四億五〇〇〇万ドルと（実施額は約七億六〇〇〇万ドル） 、援助全体 約五〇％以上を占めていた（参考文献②、
pp.2-22 ） 。しかし、民主化を機










ロギー、経済支援 安全保障の三つを基軸に展開 きたことがわかる。そして、それぞれの要素は、国際環境の変化に伴ってその重要性を変化させてきたのである。現在でも、三つの要素 その重要性を失っていない。それは 冷戦の終焉によってイデオロギ が両国関係の基軸として重要性を失うことなく、 「社会主義 危機」により新たな重要性を持ち始めたことからもわかる。そし 、現在は、市場の確保や経済的利益追求という新たな要素が加わった。では、現在の両国関係はどのよう 発展を遂げている だろうか。
●急激に発展する両国関係
　一九九七年六月、 両国関係を促進するための窓口として、 ラオス ・
中国経済・貿易・技術協力委員会が設立された。これ以降、両国関係は経済を中心に展開する。そして、二〇〇〇年の両国首脳による相互訪問を機に、両国関係は全分野において急速に深まっていく。
　二〇〇〇年七月、カムタイ国家主席が中国を訪問し、一一月には、
江沢民国家主席が中国国家主席として初めてラオスを訪問し一一月の訪問で 、両 関係の一層の進展で合意し、経済協力とともに安全保障や軍事面における交流促進でも一致 る。また、中国はラオスに対し、 「できる範囲内で最大限の援助を行う」ことを約束した。
　表１は、協力委員会設立以降の両国の貿易額を示している。
一九九八年度（ラオスの財政年度は一〇月～九月）は、ラオスがアジア経済危機の影響を最も受けた年であり、輸入額が減少したため、貿易総額も前年比で若干減少した。しかし、一九九八年度を除き、一九九七年度以降両国の貿易額は年々増加 二〇〇六 に 約二億二〇〇〇万ドルに達した。ラオスの大幅な貿易赤字という問題はあるものの、貿易関係が急速 発展 ていること わか 。
　投資関係も順調に推移している。中国企業の投資は、一九 〇年







年　度 総　額 対中輸入額 対中輸出額
1997 2,875 2,293 582
1998 2,573 1,783 790
1999 3,172 2,216 956
2000 4,084 3,442 642
2001 6,187 5,441 746
2002 6,395 5,430 965
2003 10,944 9,824 1,120
2004 11,354 10,088 1,266
2005 12,892 10,338 2,554






1 エ ネ ル ギ ー 6 333,102,200
2 工 業・ 手 工 業 62 209,547,986
3 サ ー ビ ス 26 120,350,376
4 鉱 業 37 106,247,900
5 農 業 31 39,883,720
6 木 材 加 工 業 9 21,369,600
7 縫 製 15 15,129,000
8 貿 易 18 13,232,338
9 建 設 11 9,470,300
10 ホテル・レストラン 15 6,963,714
11 電 信 2 800,000









治、軍事分野においても関係が徐々に深まりつつある。一九九八～九九年、中国はカイソーン・ポムヴィハーン国防学院に機材を提供するとともに、中国人講師を派遣し中国語や戦術に関する講義を行った。また、二〇〇二年二月、遅浩田・ 国防相がラオスを訪問し、両国軍の結束、友好、協力関係の強化で合意した。二〇〇三年には、ドゥアンチャイ 防相が二度中国 訪問している。
　注目すべきは、中国がラオスの党・
政府幹部に対す 研修を拡大していることである。二〇〇五年 中 はラオスの郡レベルの党執行委員会書記一〇〇人、地方 部門（農業や保健などの各部門を指す）指導者六〇人に対する研修を行った。二〇〇六年には、中央級指導者一〇〇人、規律検査担当
三〇人を受け入れ、政治思想・実践研修を実施した（参考文献⑧、p.2 ） 。
　これまで、ラオスの党・政府幹部の政治研修は、主にベトナムで
実施されてきた。人民革命党はその設立からベトナム共産党と密接な関係にあり、ベトナムとの思想的紐帯が深い。そのため、幹部研修＝ベトナムと考えられ、現在でも重要な研修はベトナムで実施されている。ベトナムには及ばないものの、この分野に中国 支援が拡大していることは、ラオス・中国関係の進展 度合いを端的に示していると えよう。
　以上のような両国関係の進展を受けて、二〇〇四年二月にラオス








年 総　　額 無　　償 無利子借款 低利子借款 ラオス政府保証借款
民間企業への貸付
による投資的借款
1959-1979 965,600,000 866,600,000 99,000,0002 ー ー
1989-2000 600,540,000 115,740,000 110,000,0003 200,000,000 ー
2000.11.12-2006.12.31 1,196,900,000 397,900,000 299,000,000 500,000,000 291,600,736 52,140,000
2006.1.1-2006.12.31 760,500,000 100,500,000 100,000,000 560,000,000 ー









は、中国からの支援によっ 穴埋めされた。中国の援助を見てみると、文化ホール 道路 病院建設、航空機購入等 ラオスは必要としているが、他のドナーが援助を好まない分野に向けられている。そして、中国からの援助は「民主化」等の条件を付していないため、受け入れ側のラオスにとっては最も好まし 形態の援助ということができる。また 内産業が育成されておらず 経済発展を当面は外資に依存せざるをえない状況の中、中国企業による直接投資もラオスの経済発展に欠かせなく 。
　第三は、タイ経済への依存軽減である。ラオスの対タイ輸出は、










裏の自然豊かな湿地帯（タートルアン湿地帯）である。計画によると新都市は、 中国の蘇州工業園区をモデルに、 居住区 商業区、 サービス区等から構成される。この合意に伴って、ラオス政府は約一六四〇ヘクタール（一〇〇〇ヘクタールが新都市開発、六四〇ヘクタールが貯水池等の水域）の土地の開発権をラオス・中国合弁企業（中国側は蘇州工業園区開発有限公司や雲南建工集団総公司等の三企業でシェアは九五％、 ラオス側は国営土地開発 ・ 管理会社でシェア五％）に付与した。運営期間は五〇年であり（七五年ま 延長可能） 、契約終了後は全てラオス政府に引き渡され 予定である。
　なぜ、競技場建設と新都市開発がセットになっているのだろうか。





競技場建設の対価として、政府は約一六〇〇ヘクタールの土地を提供しなければならない。現在ラオス政府は、資金不足を解消するため、 「土地を資本に転換する」との開発政策を進めている。つまり、ラオスは豊富にある土地を提供 、外資に開発 担ってもらうということである。
　資金不足を解消するために 豊富な土地を有効活用することは必
要である。しかし、 である新都市開発事業は、必ずしも必要性の高い開発プロジェクトとはいえない。また、新都市計画は、すでに検討されている自治市建設計画と区画が重複しており、工業団地建設計画との違いも定かで い。既存の都市開発計画を全く考慮していないのである。今後も援助の見返り して、このような必要性の低い開発が実施され、広大な土地を失う可能性がある。
　第二は、中国優位の関係が構築されていることである。上述のよ







が約五万人の中国人移民を受 入れ ための「チャイナタウン」はないかと疑問を抱いている。現在 中国政府の援助や 企業の投資増加に伴って、合法・非合法合わせて数千～数万人 中国人労働者が流入しているともいわれている。労働者 建設現場近く 家を建て、実質的な村を形成し不法に滞在するケースも見受けられ 。政府は、新都市建設は中国人移民受入れのためではないと公式に否定する一方で 中国人が新都市に「合 的」に住居を購入することは拒否できないとも述べている。新都市開発の目的がどうあれ、今後も援助や投資とともに中国人労働者 流入が続くことは間違いない。二〇〇八年七月の第六期第五回国会で 、不法外国人労働者や外国人の増加が問題視されている。今後さら 数万人単位で 人が流入すれば、国民の反発を招くことは必至であ 。
　第四は、土地収用と環境問題である。新都市開発による土地収用







で、土地や環境問題、また、中国人受け入れ問題等、いくつかの深刻な問題も生み出している。問題の全 が対中関係の深化だけに起因しているわけではない。また、中国の援助と投資の全てに問題があるわけでもない。当然、ラオス政府の開発政策にも原因はある。ただ、多くの問題が、中国への依存 強めることで発生しているのも事実である。今後も、新都市開発事業 ような必要性の低い開発が多数行われる可能性は否定 き そうなれば、党や政府に対する国民の不満が高まること 予想される。 対ベトナム関係とのバランスをとることも一層難しくなろう
　現在の関係が、はじめから中国優位で構築されたため、ラオスが
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